
 
 
 

 

 

昨年 10月からサポート期間の更新を迎える

Plaza 財務会計のユーザの皆様にご案内してお

ります通り、Plaza シリーズのサポートが残す

ところあと 2 年（2 回の年次更新）となりまし

た。 

Plaza財務会計のユーザ様へ 

数多くのお客様が既に Plaza-i へマイグレー

ションしていただいておりますが、Plaza 財務

会計を一人で利用しているというお客様が、移

行しきれずにいらっしゃいます。 

Plaza-i はバイリンガル、多通貨という特徴

を持つ中小・中堅企業向け ERP システムとして

既に 150 社以上の会社でご利用いただいており

ますが、今回、上記のような Plaza 財務会計を

一人で利用しているお客様の為に、Plaza-i のス

タンドアロン版を用意しました。 

スタンドアロン版－低価格モデル 

このスタンドアロン版は、機能的には

Plaza-i と同じですが、一台のコンピュータで利

用することを前提に、ライセンス価格を従来の

Plaza 並に押さえた低価格モデルです。Oracle
も Personal Edition（PE）という 4 万円でご提

供可能なライセンスを使用します。 

スタンドアロン版で提供する Plaza-i はバー

ジョン 2 という、.NET Framework という最新

の環境で動作するプログラムです。 

最新環境で稼働するPlaza財務会計 

Plaza-i バージョン 2 はバイリンガル、多通

貨、マッチング等の Plaza 財務会計の便利な機

能はそのままに、しかし、ERP を強烈に意識し

たバージョン 1 のようにマスター管理、ユーザ

管理などに分かれておらず、1 つのプログラム

から全てのメニューを起動することが出来る Pl 
aza 財務会計のユーザ様にも違和感なくご

利用いただけるシステムです。 
また、Plaza 財務会計は Access2000 までし

かサポートしていないため、Vista 等では動作し

ませんが i は、Office2007 も含む、最新のコン

ピュータ環境で動作します。但し、Plaza-i はコ

ンピュータのリソースを多めに必要としますの

で、XP（SP2 以上）であれば 2GB 以上、Vista
であれば 3GB 以上のメモリーを推奨していま

す。 
また Plaza 財務会計では総勘定元帳照会並

びに印刷で、期を跨いだ出力が出来ませんでし

たが、Plaza-i では期を跨いで会計期間を指定し

出力することが可能になりました。 
また、Plaza-i は、四半期財務諸表対応、PDF

への出力、グリッド画面のエクセル転送、消費

税の伝票別税抜き処理による消費税申告書の出

力、電子帳簿保存法への対応等、最新の会計シ

ステムが備えるべき機能を備えています。 
従って、Plaza 財務会計のユーザの皆様には、

Plaza のデータがコンバージョン可能で、なお

かつ、最新コンピュータ環境で稼働する、機能

的にも進化した Plaza 財務会計が登場したとお

考えいただければ幸いでございます。 

固定資産につきましては、既に、減損会計

並びにリース会計に対応した Plaza-i 固定資産

をご利用いただいておりますが、給与計算につ

きましても、.NET Framework 環境に対応した

Plaza-i 給与計算を本年 3月にリリースいたしま

す。 

Plaza-i給与計算－3 月リリース 

Plaza-i 給与計算は、給与台帳、賃金台帳で、

「ゼロ金額を印刷しない」オプションをサポー

トし（無駄な項目を印字しなくなりました）、

また、暦年を超えた年月を範囲指定して印字で

きるようになりました。 
また、Plaza-i 給与計算モジュールのみ、移

行期間中については当面 Access2000 の MDB
をサポートします。但し、他の Plaza-i モジュー

ルと同じく、近い将来 Oracle に一本化していく

予定ですので、この機会に Personal Edition も

含む Oracle データベースへの移行も合わせて

ご検討下さい。 
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 Plaza-iBASビジネス分析－受注実

績と機械受注統計との相関 

ビジネス分析では売上実績や売上予定、受注

実績等のデータを基にお客様の業種や地域、商

品分類や価格帯といった様々な軸で分析を行う

ことができます。 
Plaza-i では会計データだけでなく、受注や

見積等の予定データ、また予算データを含めて

管理できます。また取引先や商品等のマスター

には複数の分類項目を保持しており、更にユー

ザ定義という個別に項目自体の属性を定義可能

なフィールドも利用できます。 
それでもタイトルのように政府機関等の外

部調査データや Plaza-i 以外で管理されている

データを含めて分析を行いたい場合に月次等の

定型レポートを作成するには Plaza-i で管理す

るデータだけでは対応できません。 
BAS ビジネス分析の活用例として Plaza-i

の受注実績と外部データである機械受注統計を

合わせた定型レポートを出力する Plaza-i の機

能をご紹介させていただきます。 
※例で利用している機械受注統計データは

内閣府のホームページでダウンロードできます。 
http://www.esri.cao.go.jp/index.html 

まずは受注実績と機械受注統計を合わせた

レポートを作成するために必要な要素を考えて

いきます。 

なにが必要か？ 

当たり前ですが、受注実績データと機械受注

統計データが必要になります。また受注実績デ

ータをそのまま出力してもあまり意味がありま

せんので分類するための軸を用意する必要があ

ります。 
例えば機械受注統計データには需要者別と

機種別の四半期ごとのリストがありますので、

相関を確認するには受注データにも同じように

分類する軸があると比較できます。 
また公開されているデータ（CSV）と受注

データをその都度、エクセル等に転記し、手作

業でデータを加工することは可能で、今回だけ

必要というような非定形レポートではそれでも

問題ありませんが、毎月確認するような定型レ

ポートでは特にレポート作成にはできるだけコ

ストをかけずにレポートの活用に注力したいと

思います。 
そのためには受注実績データと機械受注統

計データをそのまま利用できる状態にして格納

する必要があります。受注データは自社システ

ムで管理されていると思いますので、このため

に何かを準備する必要はないと思いますが、外

部データの格納には考慮が必要になります。 
また容易に目的のレポートを作成するには

システム内外、両方のデータを抽出し、組み合

わせて出力するプログラムを毎回作成するので

はなく、事前に定義し、必要な時にはボタンを

クリックすればレポートが作成される等の仕組

みが作成できる必要があります。 

最初の受注実績データに関してはSOE 販売

管理モジュールで日々の受注登録、変更を行う

ことでデータを格納することができます。機械

受注統計データのような Plaza-i で管理してい

ないデータに関しては「ユーザスキーマ」とい

う各ユーザがデータ構造を定義し、Plaza-i から

データを活用できる機能を利用することで実現

可能です。 

Plaza-iでの実現方法 

また分析のための軸ですが、例にある、期間

に関しては受注実績データに年月日を保持して

いるので問題ありません。需要者と機種に関し

ては実現方法がいくつかありますが、顧客デー

タ、商品データともにシステム規定の分類が存

在します。ただし今回のように外部データとの

連携の場合には自社の分類と一致しない場合が

あるため、分類項目が少ないと実現が難しくな

ります。 
Plaza-i には取引先ごとや商品ごと、受注伝

票ごとに前述のユーザ定義項目が用意されてい

るため、拡張性があります。 
外部データのユーザスキーマへの取込に関

しては「エクセル受入」と「外部データ取込」

という機能で実現できます。 
※データをホームページから取得するとい

った作業は必要になりますが現在、総務省で試

験的に統計データ取得の API を公開し、政府統

計データの活用への取組を行っており、2014 年

度中の実現を目指しているということです。 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-ne

ws/01toukei01_02000025.html 
最後にレポートの出力ですが、BAS ビジネ

ス分析の「ユーザ定義サービス」では Plaza-i
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のデータだけでなく、ユーザスキーマのデータ

に関しても事前に定義し出力できるので毎月の

出力の際には手間をかけずにレポートを作成す

ることができます。 

Plaza-i で業務システム外データとの連携を

行うための機能についてご紹介させていただき

ました。 

おわりに 

それでも実際にはビジネス分析の目的が決

まっていてもシステムの詳細がわからなければ

実現方法まで落し込むことはなかなか難しいと

思います。 
そのような場合にはぜひ弊社担当者または

弊社HPまでお問い合わせください。 
 

VPN（Virtual Private Network） 

東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日発生）

をきっかけに BCP（事業継続計画）が注目され

るようになりました。 
一般的な BCP 対策としてサーバをデータセ

ンター移設や別拠点にバックアップデータを転

送する等の対策が御座います。 
データセンターや別拠点のサーバを利用す

る場合、拠点間でネットワーク通信ができる環

境が必要となります。 
かつては専用線（専用通信回線）の利用がメ

インでコスト及びランニングコストが割高でし

たが、VPN（Virtual Private Network）を利用す

ることにより、回線コストを抑えることが可能

となりました。技術としてかなり普及はしてお

りますが、改めて VPN についてご紹介したいと

思います。 

VPN は「Virtual Private Network」の略で、

文字通り「Virtual（仮想的）」な「Private Network
（専用線）」を構築する技術の総称となります。 

VPN（Virtual Private Network）とは 

インターネットを介した複数の拠点間で通

信相手との間に仮想的なトンネルを作り、その

トンネル内で許可したデータのみを通信すると

いう仕組みです。この技術は、トンネリングと

呼ばれ、パケットに新しいヘッダ情報を付け加

えて、パケットをさらに「カプセル化」して通

信を行うという仕組みになります。 

また通信データの暗号化を行い、通信データ

の改竄・盗聴の不正アクセスを防ぎ、安全な通

信を可能にする技術が VPN で、インターネット

を経由しているにもかかわらず、あたかも同一

ネットワーク上にいるかのような利便性が得ら

れます。 

現在 VPN は、インターネットを介し自前で

VPN を構成する「インターネット VPN」と、ISP
が提供する IP 網を利用する「IP-VPN」の二種

類が主流です。 

VPNの種類 

インターネットを利用した VPN であり、

IPsec や PPTP および TLS といったプロトコル

が主流で、インターネット VPN には、拠点の

LAN 同士が接続する LAN 型 VPN と、ノート PC
などにインストールした VPN クライアントソ

フトを利用し、拠点の LAN に接続するリモート

型 VPN があります。 

インターネットVPN 

ルータ機器設置やソフトウェア展開等で比

較的容易に導入が出来ます。 

通信事業者

IP-VPN 
が独自に構築した閉域 IP 網を介

して、VPN 接続を構築することで、回線速度の

保証や QoS といった SLA（サービス品質保証契

約）を提供できるのが特徴です。 
一般的にはインターネット VPN と IP-VPN

を比較するとインターネット VPN の方が通信

回線のコストを抑えることができますが、実効

通信速度が不安定である事や VPN 機器のパフ

ォーマンスが求められる等、機器の選択が重要

となります。 
弊社ではデータセンターと弊社事務所間を

インターネット VPN で接続しておりますがフ

ァイルサーバの利用等は問題御座いません。 
然しながら、LAN ネットワークと比較する

とレスポンスは低下致します。 
データベースへのアクセス等、通信レスポン

スに即時性を要求される処理を行う場合は、デ

ータセンター側にアプリケーションサーバを配

置し、Remote DeskTop Service(RDS)を利用す

る等工夫が必要です。 
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サーバデータセンター移設等、BCP対策に

ついてVPNを含めた弊社実績や他社様事例も踏

まえてご相談も承れますので、お気軽にお問い

合わせ頂ければと存じます。 
 

Plaza-i口座振替対応 

本稿では、回収代行業者のサービスを利用し

た Plaza-i 口座振替対応（V.2.00.38）について

ご紹介させて頂きます。 

はじめに 

Plaza-i 口座振替対応においては、比較的安

価な消耗品等を継続的に購入される場合や、毎

月一定額が入金されるサービス契約の取引に利

用することができます。 

概要 

口座振替運用開始にあたり、まず回収代行業

者と業務委託契約を結びます。その後、回収代

行業者へ各得意先の口座開設を申込み、準備が

整いますと、毎月、回収代行業者（の持つ専用

サイト）へ所定のフォーマットで請求データ（テ

キストファイル）を送ることになります。この

請求データを Plaza-i から出力します。 
また、口座振替された後、口座振替結果を回

収代行業者（の持つ専用サイト等）から入手し

て、入金、及び消込処理します。 

口座振替のスケジュールについては、回収代

行業者のサービスによって、毎月、所定の振替

日が決まっています。例えば、毎月 25 日などの

振替分として、前月月初～前月月末までの請求

データを回収代行業者（の持つ専用サイト）へ

送る必要があります。 

請求締め後の請求予定データを出力 

Plaza-i ARS 請求外部データ転送機能では、

現状、入金先・入金方法コード・入金予定日(実
務上は振替日)・通貨コードが同じデータを 1 レ

コードにまとめて、合計した請求金額を出力し

ます。通常、入金方法コード、及び通貨コード

は入金先毎に決まっていますので、実務的には

毎月、入金先毎の請求データが出力されること

になります。 
ご契約の回収代行業者によっては、一つの顧

客でも複数のサービス契約を結んでいる場合に、

その内の 1 つの契約のみ口座振替するというこ

とに対応するサービスもあるようです。その場

合、Plaza-i システム上の対応として、先の 4 項

目に加え、「Plaza-i 顧客伝票番号」等をデータ

集計キーに加える必要があります（カスタマイ

ズ開発が必要です）が、対応は検討可能です。

口座振替データレコードの詳細につきましては、

ご契約の回収代行業者へご確認下さい。 
Plaza-i は、受注伝票の請求情報を格納する

「売上請求入金予定 F」が SOE 販売管理システ

ム、SVC サービス業販売管理システムの両方の

システムで共有して使用できるよう設計されて

いますので、商品の注文とサービス契約の毎月

の入金を同月に口座振替することも可能です。 

口座振替された後、口座振替結果に従って入

金処理を行いますが、口座振替結果がデータで

入手できる場合は、Plaza-i 入金データ取込を検

討します。うまく名寄せできれば取込処理する

だけで入金、及び消込処理が自動的に行われま

すので、処理効率アップが図れます。 

入金取込と組合せて更に処理効率アップ 

Plaza-i 入金データ取込における名寄せ処理

は、FB 入金データに記載されている振込人名か

ら Plaza-i の振込人名マスターを参照して行い

ます。但し、全く別会社にも関わらず、たまた

ま振込人名が同じ場合は Plaza-i の入金先を一

意に特定できず名寄せ処理ができません。 
そのような名寄せ失敗を減らし、マッチング

率を向上させるためには、入金データに Plaza-i
の請求書番号などの消込番号のデータを持たせ

ることができるかがポイントになります。 
そのためには、まずご契約の回収代行業者の

所定の請求データフォーマットに「予備」項目

があるか、また、十分なバイト数を保持できる

か確認して下さい。加えて、その予備項目が口

座振替結果の入金データファイルの中に返して

もらえるか、などを確認します。 
これができると、請求に対する入金が一意に

特定できますので、Plaza-i ユーザデータ交換処

理マスターなどセットアップを行った上で、口

座振替結果の入金データを取込む際、より確度

の高いマッチングが可能となります。 

上述させて頂きました通り、回収代行業者に

よってサービス内容が異なるため、事前に

おわりに 
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Plaza-i 適用コンサルティング、及び、場合によ

りカスタマイズ開発などが必要となります。 
本機能の利用をご検討のユーザ様は、弊社コ

ンサルタントもしくは営業部（03-5715-3315 
内線 81）へお問い合わせ下さい。 

 

Plaza-i 新機能－データベース状況

保守・照会 

今回、Plaza-i バージョン 2.00.30 で追加さ

れたデータベース状況保守、データベース状況

照会についてご紹介します。 

はじめに 

Plaza-i のデータベース（Oracle Database、
以下 DB）の設定情報の照会や、運用において定

期的に発生する一部のメンテナンス作業を

Plaza-iのメニューで実行できるようになりまし

た。 

DB のバージョン、ログモード、初期化パラ

メータ（オプション）の設定状況を確認するこ

とができます。 

DB設定情報の照会（照会・保守） 

例えば、内部監査人が DB サーバにログイン

しなくても、アーカイブログモードで本当に運

用されているのか等、DB 基本情報を確認するこ

とが可能です。 

DB サーバ（Plaza-i サーバ）の空き容量を確

認することができます。 

DBサーバの空き容量の確認（照会・保守） 

取引データは日々増えていきますので、DB
保守担当者は DB サーバの空き容量が圧迫され

ていないか定期的に確認する必要があります。 

Plaza-i プラットフォーム・サポート・サー

ビス（PPSS）に基づいて弊社がパフォーマンス

上の問題やオラクルシステム稼働上の問題の対

応を行う場合に、本画面の情報を提供頂くこと

で、より迅速な初期調査が可能となります。 

問題分析のための情報収集（照会・保守） 

データファイルの追加・サイズ変更を実施す

ることができます。 

DBメンテナンス作業の実施（保守） 

パフォーマンスを向上させるためのインデ

クス（索引）のメンテナンスを行うことができ

ます。画面から索引の作成・削除・使用禁止・

再構築が可能です。 

今回ご紹介させて頂きました機能の詳細な

情報は、ユーザーズガイド、USR ユーザ管理、

ユーティリティ（章）、データベース状況保守・

照会に記載しています。Plaza-i ではこのような

運用管理に役立つ機能についても追加、改善を

続けています。 

おわりに 

 

インシデントがお求めやすくなりました 

Plaza-i アプリケーション・サポート・サー

ビスにおける追加インシデントが、この度お求

めやすくなりました。 
具体的には、従来 10 インシデント単位（20

万円）でのご購入でしたが、基本インシデント

数が 10 未満の基本インシデント数 5~9 インシ

デントの場合には 5インシデント単位（10万円）

にて、基本インシデントが 4 以下の場合は基本

インシデント数単位にてご購入頂けます。 
そもそも、インシデントとは「Plaza-i アプ

リケーション・サポート・サービスのご案内書」

にも記載されておりますが、弊社がセットアッ

プした Plaza-i プリケーションシステムの操作

に関して発生した、これ以上細分不可能な、特

定の問題、質問、疑問と定義されております。 
既にご存知の方も多いとは思いますが、今一

度インシデントによるサポートについてご説明

させて頂きます。 

インシデントによるサポートとは保守契約

対象のお客様において発生したインシデントに

対し、弊社が口頭、メール、文書等により回答

を提供することを指します。あくまで回答の提

示ですので、コンサルティング、セットアップ

修正、トレーニング、データ入力、データ修正

等の作業は含みませんので、ご注意ください。 

インシデントによるサポート 

また、インシデントの消化につきましては、

質問に対する弊社の回答により、問題が解決も

https://www.ba-net.co.jp/ssl/request/index.html�


しくは回答されたと弊社担当者が判断した場合

に、1 インシデントを消化致します。ただし、

そのインシデントが Plaza-i システムのバグに

起因するものはインシデントを消化いたしませ

ん。また、容易に回答できると弊社担当者が判

断した場合は複数の質問をまとめて 1 回とカウ

ント（合算インシデント）させていただきます。 
消化可能なインシデント数は、サポート開始

日から 1 年間有効です。未消化インシデントを

翌年に繰り越すことはできませんので、こちら

もご注意ください。追加インシデントは購入後

初めて到来する基準日以降 1 年間有効です。 

インシデントの消化は従来エクセルシート

にてメールでご報告させて頂いておりましたが、

Plaza-i 共通ファイルメニュー、Plaza-i サポート

履歴照会でご確認頂けますので、ぜひこちらを

ご利用下さい。毎日更新されておりますので、

お問い合わせを頂いた内容やインシデントの消

化は翌日には照会が出来、月 1 回のエクセルで

のご報告に比べタイムリーに確認が出来ます。 

Plaza-iサポート履歴照会 

「Plaza-i アプリケーション・サポート・サ

ービスのご案内書」につきましては、毎月 10
日前後にメール配信させて頂いております

Plaza-iUser’sGuide の更新のお知らせに記載さ

れたPlaza-iUGダウンロードサイトからPDFの

ダウンロードが可能です。また、2014 年 1 月か

ら「Plaza-i プラットフォーム・サポートサービ

ス」もダウンロードが可能となりましたので、

こちらもぜひご覧下さい。 

Plaza-iUGダウンロードサイト 

基本インシデント数が 10未満の場合ですと、

10 インシデント単位でのご購入を躊躇われる

方も多いのではと思います。今後は 10 インシデ

ント未満のインシデント単位購入が可能となり

ますので、インシデント数がご不安な場合には、

これを機にぜひご購入下さい。また、ご購入ご

検討の方はぜひ弊社担当または弊社顧客サポー

ト部 03-5715-3315 内線 72（

おわりに 

support@ba-net.
co.jp）までお気軽にご連絡ください。 

 
 

最新のPlaza-iバージョン情報 

平成 26 年 1 月 10 日現在までリリースして

おります最新のバージョン情報をお届けします。 
 

Plaza-i.NET    V2.01.16.13 
Plaza-i 給与計算システム V2.0.4.57 
 

なお、Plaza-i給与計算システムは弊社ホー

ムページ（http://www.ba-net.co.jp/）NEWS and 
TOPICSにも掲載しております。 

 

mailto:support@ba-net.co.jp�
mailto:support@ba-net.co.jp�
http://www.ba-net.co.jp/�


残業代を精算した場合の取扱い 

 
『ブラック企業』という言葉が昨年の新語流

行語大賞のトップ 10 に入りました。 
昨年 12 月に厚生労働省から発表された『若

者の「使い捨て」が疑われる企業等への重点監

督の実施状況』では、実施事業所のうち 82％の

事 業 所 で 法 令 違反 が見 つ かり まし た。

（ http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/000003242
5.html） 

このような世間の関心の高まりから、最近で

は労働基準監督署の目が厳しくなっており、過

去数年間に渡り残業代を支払っていなかった企

業が指導等により、従業員に対し未払いとなっ

ていた残業代を一括で支払うケースが増えてい

ます。従業員規模が多い企業では、その精算金

額が数億円にのぼるとも言われております。 
企業が過年分の残業代を支払う場合の支払

い方法は様々で、(1)損害賠償金として一時金と

して支払うケース（以下「一時金ケース」）や

(2)過去の給与等の後払いとして支払うケース

（以下「後払いケース」）

今回はこのように過去の残業代の精算を行

った場合に、実務上どのような取扱いになるか

税目ごと（社会保険料等含む。）及びケースご

とに説明致します。 

があるようです。 

過去の残業代を一括支給した場合には、上記

(1)、(2)いずれのケースも法人税法上は過去にさ

かのぼって修正はせず、支払いをした期の損金

として取扱います。 

１．法人税 

企業会計では過去の事業年度に係る損益に

ついては遡及して修正はせず、当期の損益とし

て認識する事とされており、法人税は原則とし

て会計処理の基準に従うとされているためです。 

所得税・住民税については(1)の一時金ケー

スと(2)の後払いケースで取扱いが異なります。 

２．所得税・住民税 

(1) 一時金ケース 
過去の残業代を一時金として支払った場

合には、賞与と同様に取り扱われます。過

去の労働に対する対価になりますが、当期

に支払うことが確定した給与等に該当しま

す。 

支払いを受けた従業員にとっては臨時の

賞与と同様となるため、過去に遡って年末

調整等はする必要はありませんが、支払い

を受けた年の所得税、その翌年の住民税の

負担が増える点に注意が必要となります。 
(2) 後払いケース 

過去の実労働時間に基づく未払残業代を

過年分の給与等として支払った場合には、

本来の各支給日に支払うべき残業代を一括

して支払ったものと認められますので、本

来支給日の属する年の給与所得となります。 
未払残業代を支払った企業は、残業代を支

払った各従業員の過年分の所得税の年末調

整をやり直した上で、納付不足となってい

た所得税分を、未払残業代を支払った月の

翌月 10 日までに納めなければなりません。 
加えて、住民税の算定基礎となる給与支払

報告書を各自治体へ再提出を行います。対

象となった各従業員には各自治体から納税

通知書が送られ各々で納めることになりま

す(普通徴収)。 
また、従業員が住宅ローン控除や医療費控

除等の適用を受けるために確定申告をして

いた場合には、修正申告を提出する必要が

あるため、従業員に対し修正申告が必要と

いう通知や指導等が必要となります。 

社会保険料等についても(1)一時金のケース

と(2)の後払いケースで取扱いが異なります。 

３．社会保険料等 

(1) 一時金ケース 
過去の残業代を一時金として支払った場

合には、所得税等と同様に賞与として取扱

います。 
支払いをした時の賞与と認識するため、過

年分の保険料の修正は必要ありませんが、

支払いを受けた年の社会保険料等の負担は

増える事になります。 
(2) 後払いケース 

所得税等と同様に、本来の各支給日に支払

うべき残業代を一括して支払ったものと認

められますので、本来支給日の属する年の

給与等となります。 
そのため、遡って支給した残業代が 4 月～

6 月分である場合には、社会保険料の算定

基礎届の訂正届を社会保険事務所等に提出

する必要があります。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000032425.html�
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平成 26 年税制改正大綱（交際費課税） 

               
平成 26年度税制改正大綱が 12月 12日に正

式に決定されました。法人税の税制改正のうち

交際費課税について説明します。 

交際費課税については、①交際費等に含まれ

る飲食費の金額の 50％が損金算入されること

になるとともに、②中小法人の定額控除限度額

の特例については①との選択のうえ、適用期限

が 2 年間延長することとされました。 

１．制度の趣旨 

これらは消費を拡大させ、経済の活性化を図

る目的で設けられた制度となります。 

① 全ての法人に適用される改正 

２．改正の内容 

交際費等の額のうち、飲食のために

支出する費用の額の 50％が損金算入

されることになりました。 
中小法人以外の法人は、これまで交

際費等の額の全額が損金の額に算入さ

れませんでしたが、今回の改正により、

一部損金算入することが可能となりま

した。 
② 中小法人である場合 

 中小法人については、支出した交際

費等の額のうち定額控除限度額（800
万円）までの金額と①の金額とを比較

して有利な方を選択することが出来る

ことになりました。 
 また、定額控除限度額については平

成 26 年 3 月 31 日が適用期限となって

おりましたが、今回の改正により 2 年

延長されることになりました。 
 

※中小法人とは？ 
期末における資本金の額又は出資金の

額が１億円以下である法人をいいます。 
ただし、大法人(期末における資本金の

額又は出資金の額が 5 億円以上である法

人)に発行済株式等の全部を直接又は間

接に保有されている法人は除きます。 

①  飲食その他これらに類する行為のた

めに要する費用で参加者 1 人あたり

5,000 円以下の費用については、従前

どおり交際費等の額に含まれないこと

とされ、損金の額に算入されます。 

３．50％損金算入となる飲食費の留意点 

②  飲食のために支出する費用には、専

らその法人の役員、従業員等に対する

接待等のために支出する費用（いわゆ

る社内接待費）は 50％損金算入となる

飲食費には含まないこととされていま

す。 
 

これらをまとめると下記の図解のようにな

ります。 

 

B

50%③：①②以外
の飲食費支

出
交
際
費
の
額

A

損金算入

800万円
まで全額
損金算入

損金不算入

飲
食
費

その他の交際費
（贈答費用など）

損金不算入

損金算入

改正後

損金算入

①：1人当たり
5,000円以下の
飲食費

②社内接待費

(※)

 
中小法人以外の法人については A が適用さ

れます。 
中小法人については A と B の有利な方を選

択することが出来ます。 
   
 ※社内接待費はその内容に応じて、上記図②

の交際費課税の取り扱いを受けるケースのほ

か、給与課税されるケースがあるため、注意

が必要になります。 
 

50％の損金算入の適用を受けようとする場

合には、その飲食費が上記の図①から③のいず

れかに当てはまるかによって取り扱いが異なっ

ているため注意が必要です。 

４．おわりに 



 

  

  

Visit our web sites at 

http://www.ba-net.co.jp 

http://www.aiwa-tax.or.jp 
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